
１．調達改善の目的

２．調達の現状分析

表１ 令和４年度復興庁における調達の契約種別

（単位：件、億円）

（注１） 令和４年度の契約に関する統計等に基づき作成（少額随意契約は含まない。）

（表中説明等）
①

②
③

④ 「公募による随意契約」には、認可料金による契約(タクシー､ハイヤー)は含まない。(以下同じ。) 

「競争入札」の契約件数は３２件（対前年度３件増）落札方式別内訳は、最低価格落札方式が２３
件、総合評価落札方式が９件である。
「企画競争による随意契約」の契約件数は２２件（対前年度２件減）である。
「競争性のない随意契約」の契約件数１２８件（対前年度２１件減）。
うち９７件は、福島生活環境整備・帰還再生加速事業の市町村等への委託契約であり、「公共調
達の適正化について」（H18.8.25付、財計第2017号、財務大臣通達）1．（2）①イ（ニ）に基づき、地
方公共団体との取決めにより契約の相手方が一に定められているものである。その他の３１件
（庁舎事務室借上、庁舎維持管理関係業務等）についても同通達等に従って厳格に取り扱ったも
のである。

（注２） 金額及び比率については、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合が
ある。

小計 56 30% 23 29%

競争性のない随意契約 128 70% 57 71%

0% 0 0%

不落・不調に
よる随意契約 2 1% 2 2%

合計 184 100% 80 100%
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「調達改善の取組の推進について」（平成25年4月5日付け行政改革推進本部決定）に基づ
き、PDCAサイクルにより、透明性を確保しつつ、自立的かつ継続的に調達改善に取り組み、
復興庁所管事業に係る予算の効率的な執行に資することを目的として、復興庁調達改善計
画を策定する。

令和４年度における調達の契約種別を表１、応札状況を表２、調達経費の内訳を表３、競
争契約における調達経費の内訳を表４、競争契約における１者応札に係る調達経費の内訳
を表５に示す。

8%

企画競争による
随意契約 22 12% 15 19%

契約方式 契約件数 割合 契約金額 割合

競争性の
ある契約

競争入札 32 17% 6

公募による随意
契約 0



表２ 令和４年度復興庁における調達の応札状況

（単位：件、億円）

（注１） 令和４年度の契約に関する統計等に基づき作成（少額随意契約は含まない。）

（表中説明等）
①

②
③

表３ 令和４年度復興庁における調達経費の内訳

（単位：件、億円）

割合（B/G）

割合（C/G）

割合（D/G）

割合（E/G）

割合（F/G）

（注１） 令和４年度の契約に関する統計等に基づき作成（少額随意契約は含まない。）
（注２） 金額及び比率については、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合が

ある。

80

割合(注３) 47% 31% 53% 69% 100% 100%

合計(G) 87 25 97 55 184

物

品

役

務

等

物品購入費(A) 6 0

72

49% 70% 100% 100% 76% 91%

その他役務(F) 43 18 97 55 140

3

14% 12% 0% 0% 7% 4%

調査研究(E) 12 3 0 0 12

庁舎維持関連(C) 4 0 0 0 4

3

8% 11% 0% 0% 4% 4%

情報システム(D) 7 3 0 0 7

5% 0% 0% 0% 2% 0%

1

17% 4% 0% 0% 8% 1%

0% 0% 3% 1%

1 0 0 15

0

庁舎事務室借上(B) 15

（注２） 金額及び比率については、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合が
ある。

「競争入札」における１者応札は７件（対前年度同）。落札方式別内訳は、最低価格落札方式が４
件、総合評価落札方式が３件である。
「企画競争による随意契約」における１者応募は５件（対前年度２件増）である。
１者応札（応募）となった原因の把握及び分析を行い、一層の見直し等を図る必要がある。

本庁 地方支分部局等 復興庁全体

契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 契約件数 契約金額

0 0 6 0

割合（A/G） 7% 2%

0

割合 0% 0% 0% 0% 0% 0%

公募による随意
契約 0 0 0 0 0

15

割合 23% 17% 77% 83% 100% 100%

企画競争による
随意契約 5 3 17 13 22

6

割合 22% 29% 78% 71% 100% 100%

契約件数 契約金額 契約件数 契約金額

競争入札 7 2 25 4 32

１者 ２者以上 合計

契約件数 契約金額



（表中説明等）
①
②
③
④ 「競争的資金による研究」の調達実績はない。
⑤

⑥ 「電力・ガス」の調達実績はない。

表４ 令和４年度復興庁における競争契約における調達経費の内訳

（単位：件、億円）

割合（B/G）

割合（C/G）

割合（D/G）

割合（E/G）

割合（F/G）

（注１） 令和４年度の契約に関する統計等に基づき作成（少額随意契約は含まない。）

（表中説明等）
①

②

③

④

（注２） 金額及び比率については、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合が
ある。

（注３） 契約件数・契約金額の「本庁/復興庁全体」及び「地方支分部局等/復興庁全体」の割合をそれぞれ記載
している。

「物品購入費」の契約件数は５件（対前年度同）。落札方式別内訳は、最低価格落札方式が５件
である。
「情報システム」の契約件数は２件（対前年度２件増）。落札方式別内訳は、最低価格落札方式
が１件、総合評価落札方式が１件である。
「調査研究」の契約件数は４件（対前年度２件減）。落札方式別内訳は、総合評価落札方式が４
件である。
「その他役務」の契約件数は２１件（対前年度３件増）。落札方式別内訳は、最低価格落札方式
が１７件、総合評価落札方式が４件である。

6

割合(注３) 100% 100% 0% 0% 100% 100%

合計(G) 32 6 0 0 32

物

品

役

務

等

庁舎事務室借上(B)

4

66% 65% 0% 0% 66% 65%

その他役務(F) 21 4 0 0 21

1

13% 13% 0% 0% 13% 13%

調査研究(E) 4 1 0 0 4

1

6% 14% 0% 0% 6% 14%

情報システム(D) 2 1 0 0 2

0

0 0% 0% 0% 0% 0%

庁舎維持関連(C) 0 0 0 0 0

0 0 0

0% 0% 0% 0% 0% 0%

0 0 0

5 0

割合（A/G） 16% 7% 0% 0% 16% 7%

物品購入費(A) 5 0 0 0

本庁 地方支分部局等 復興庁全体

契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 契約件数 契約金額

（注３） 契約件数・契約金額の「本庁/復興庁全体」及び「地方支分部局等/復興庁全体」の割合をそれぞれ記載
している。

「公共工事等」の調達実績はない。
「情報システム」は、システム保守業務等である。
「調査研究」は、実態調査、意向調査等の各種調査である。

地方支分部局等における「その他役務」９７件は、全て福島生活環境整備・帰還再生加速事業の
市町村等への委託契約である。



表５ 令和４年度復興庁における競争契約における一者応札に係る調達経費の内訳
（単位：件、億円）

割合（B/G）

割合（C/G）

割合（D/G）

割合（E/G）

割合（F/G）

（注１） 令和４年度の契約に関する統計等に基づき作成（少額随意契約は含まない。）

（表中説明等）
①

②

②

３．重点的な取組、共通的な取組、その他の取組

４．実施状況の把握

５．自己評価の実施

６．推進体制

統括責任者 審議官（会計担当）
副統括責任者 参事官（会計担当）
メンバー 企画官（会計担当）

参事官補佐（会計担当）

本計画の実施状況については、上半期（４～９月）終了後及び年度終了後に取りまとめる。

調達改善状況の自己評価については、本計画の実施状況に基づき、上半期（４～９月）終
了後及び年度終了後に実施し、その結果を今後の取組や調達改善計画の策定に反映させ
る。

調達改善を推進するため、「復興庁調達改善推進チーム」を設置する。

（注２） 金額及び比率については、それぞれ単位未満四捨五入しているため、合計において一致しない場合が
ある。

（注３） 契約件数・契約金額の「本庁/復興庁全体」及び「地方支分部局等/復興庁全体」の割合をそれぞれ記載
している。

「調査研究」の契約件数は２件（対前年度同）。落札方式別内訳は、総合評価落札方式が２件で
ある。
「その他役務」の契約件数は５件（対前年度２件増）。落札方式別内訳は、最低価格落札方式が
４件、総合評価落札方式が１件である。
「物品購入費」の一者応札実績はない（対前年度２件減）。

令和５年度の調達改善計画の取組を踏まえ、令和６年度の取組については、別紙１、別紙
２に記載。
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割合(注３) 100% 100% 0% 0% 100% 100%

合計(G) 7 2 0 0 7

物
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役

務

等

庁舎事務室借上(B)

1

71% 75% 0% 0% 71% 75%

その他役務(F) 5 1 0 0 5

0

29% 25% 0% 0% 29% 25%

調査研究(E) 2 0 0 0 2

0

0% 0% 0% 0% 0% 0%

情報システム(D) 0 0 0 0 0

0

0% 0% 0% 0% 0% 0%

庁舎維持関連(C) 0 0 0 0 0

0 0 0

0% 0% 0% 0% 0% 0%

0 0 0

0 0

割合（A/G） 0% 0% 0% 0% 0% 0%

物品購入費(A) 0 0 0 0

本庁 地方支分部局等 復興庁全体

契約件数 契約金額 契約件数 契約金額 契約件数 契約金額



７．外部有識者の関与

８．その他

調達改善計画の策定、自己評価の実施の際は、外部有識者から意見を求めるものとする。

本計画の実施状況等は、ホームページにおいて公表する。






